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9　陣がい者の地域生活への移行と陣がい者スポーツの推進

【提言･提案項目】
(厚生労働省.スポーツ庁)

1生活介護､短期入所など.ニーズの高い陣がい福祉サービス事業を行うための施設整備費等に対して､十分な財政措置を講じること.

2　共同生活援助や特定相談支援など地域生活を支援する障害福祉サービスの報酬単価の増額改定を行うとともに. ｢地域生活支援事業｣

については､県･市町の事業実施に支障のないよう十分な財政措置を講じること｡

3　医療的ケアを必要とする陣がい児･者が､地域において必要な支援を受けるために十分な財政措置を講じること｡

4　精神科救急医療体制および措置入院患者退院後支援体制を確保するため､十分な財政措置を講じること｡

5　陣がい者スポーツの普及･啓発､選手や指導者等の育成､環境整備などに必要な経費に対して､十分な財政措置を講じること｡

《現状･課題等が
1　本県では､国の第4期障害福祉計画の基本指針に則して､平成27年3月に策定した｢みえ陣がい者共生社会づくりプラン｣ (平成

27へ29年度)において､施設入所者72人の減少をめざす等の目標を定めています｡この目標を達成するためには､国の社会福祉施

設等施設整備費国庫補助金等を活用しつつ､陣がい者の地域移行や地域生活支援を行う生活介護事業所､短期入所事業所､共同生活

援助事業所などの整備を進めていく必要があります｡また､本補助金は､陸がい者の地域生活支援をさらに推進する観点から､地域
における課題の解決をめざす地域生活支援拠点の整備を進めるための有効なツ-ルでもあります｡

しかしながら､国の補助金による財政措置が十分ではないため､地域における支援体制づくりに支障をきたしています｡このため､

必要とされる陣がい福祉関係施設の整備を着実に進めるための財政措置が必要です｡

2　改正障害者基本法や障害者総合支援法などの法整備を受けて､平成26年1月に障害者権利条約が批准されたところであり､陣が

い者自らの選択権を保障し､障がい児･者の日常生活や社会生活の自立に向けて､陸がい者の地域生活を支援していくことがますま

す重要になっています｡

施設からの地域移行の受け皿となる共同生活援助や､地域でサ-ビスを組み合わせて生活するための特定相談支援などの地域生活

を支援する陸がい福祉サ-ビスについては,その報酬が十分でないことからサ-ビス提供が不安定になるおそれがあり､これらの障

がい福祉サ-ビスの報酬単価について増額していくことが必要です｡

また､ ｢地域生活支援事業｣については､地域の実情や利用者のニ置ズに応じた事業が円滑に実施できるよう､地域生活支援事業

の実績に見合った確実な財政措置が必要です｡

3　医療技術の進歩等を背景として､人口呼吸器や胃ろう等を使用し､たんの吸引や経管栄養などの医療的ケアが必要な陸がい児･者

は年々増加していますが､実際に医療的ケアを必要とする障がい児･者を受け入れる短期入所等の事業所は不足している状況にあり

ます｡
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平成28年5月に成立した｢障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の｣部を改正する法律｣
において､地方自治体は医療的ケアを必要とする陸がい児･者が､地域において必要な支援を円滑に受けることができるよう､保

健､医療､福祉その他の各関連分野の支援を行う機関との連絡調整を行うための体制の整備について必要な措置を講ずるよう努める
こととされました｡これを受け､本県では､平成28年度に､国の補助事業を活用した医療的ケアを必要とする陣がい児･者の支援

拠点構築事業に取り組んだところです｡引き続き､地域における支援体制構築への取組が必要です｡また､医療型短期入所について
は､事業所等から､利用者に提供するサ置ビスに比して報酬単価が低いとの声があり､なかなか医療型短期入所を実施する事業所が

増えない現状があります｡

医療的ケアを必要とする陣がい児･者の実情をふまえ､地域における支援体制の構築を進めるため､継続的かつ十分な補助事業等
の財政措置や事業所における医療型短期入所の報酬額の増額が必要です｡

4　輪番制による精神科救急医療体制の確保や電話による24時間精神科医療相談の実施など､地域で暮らす精神陣がい者やその家族

が安心して医療を受けられる体制を継続していくことが求められています｡しかしながら､国による財政措置が十分ではなく､平成

27年度､平成28年度の県への交付決定額はいずれも申請額の4分の3程度にとどまり､不足額を県費で補いながら事業実施するこ

とを余儀なくされています｡精神陸がい者の地域移行､地域定着を進めるためにも､継続的かつ安定した財政措置が必要です｡

また､今国会で審議されている精神保健福祉法改正法案においては､措置入院者の退院後の支援体制づくりが求められています｡

本県においても､平成29年度､措置入院患者地域定着支援員を設置して措置入院者の退院後支援体制づくりや保健所の退院後支援
をフォロ-する事業を実施することとしています｡

国においても､退院後支援に係る経費などについて､地方交付税措置や｢精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推

進事業｣による補助等を予定していただいていますが､平成30年度以降も継続的かつ十分な財政措置を講じていただくことが必要
です｡

5　本県では､陣がい者の自立と社会参加を促進し､県民の陣がい者への理解を深めるため､陣がい者スポ-ツの推進に取り組んでい

るところですが､本県の障害者手帳交付者数が約10万人という中で､県陣がい者スポ-ツ大会の参加者実数は2千人未満にとどま

るなど､健常者と比較してスポ-ツ､に取り組む陣がい者は未だ少ない状況です｡

平成32年には東京オリンピック･パラリンピック競技大会が､また､平成33年には本県で全国障害者スポ-ツ大会が開催される
ことを好機ととらえて､障がい者がスポ-ツを体験する機会の拡大､陸がい者スポ葛ツ指導員の養成や競技用具の整備などの練習環

境の改善､選手の競技力の向上に取り組むとともに､国内外の競技団体の合宿や大規模大会の誘致を進め､陸がい者スポ-ツの普及､

裾野の拡大を図ることとしています｡これらの事業の二部は｢地域生活支援事業｣として国からの財政措置を受けて実施しています
が､大部分を県費で賄っており､こうした取組を｣層進めるためには､十分な財政措置を講じていただくことが必要です｡

県担当課名　健康福祉部陣がい福祉課

関係法令等　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律.地域生活支援事業補助金及び障害者総合支援法補助金交付要綱

精神保健及び精神障者福祉に関する法律へ　スポーツ基本法
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12　地域医療提供体制の充実に向けた支援

【提言,提案事項】制度･囲

(厚生労働省)

1　医療提供体制推進事業費補助金について.平成23年度以降.当初事業計画額を大幅に下回る交付決定が続いており.地域医療体制

の確保に大きな支障をきたしているため､各都道府県の事業計画規模をふまえた十分な予算額を確保すること｡

2　医療提供体制推進事業費補助金の対象となるドクターヘリ導入促進事業へ救命救急センタ鵜運営事業については.重篤な救急患者に

対する三次救急医療を安定して提供するために必要不可欠であるため.新たな補助金としての再構築や補助基準額の引き上げ等により

財政支援を拡充すること｡

《現状,課題等が

1救急医療､周産期医療をはじめとする医療提供体制の確立に不可欠な補助金である医療提供体制推進事業費補助金は､事業計画額に対

する内示率が年々低下しており､地域の医療提供体制の確保について厳しい状況が続いています｡医療提供体制推進事業費補助金が減額

されることにより､ドクタ-ヘリの運航や救命救急センタ-の運営等､県民の命に直結する事業を実施する医療機関に大きな負担が生じ

ているため各都道府県の事業計画規模をふまえた十分な予算確保が必要です｡

2　ドクタ-ヘリについては､昨年度､補助基準額の引き上げが行われたところです｡しかしながら､ドクタ｣ヘリ導入促進事業について

は医療提供体制推進事業費補助金総額に占める割合が高いため､補助基準額どおりの配分を行うことにより､他事業への配分が困難とな

っています｡このため､新たな補助金としての再構築が必要です｡

本県では､三重県立総合医療センタ葛､市立四日市病院､三重大学医学部附属病院､伊勢赤十字病院の4か所が救命救急センタ-とし

て指定され､重篤な救急患者等への対応を行っています｡救命救急センタ-では､重篤な救急患者の受入に必要となる医師等の医療人材

の確保等により不採算が生じています｡限られた医療資源の中で安全･安心な医療を提供するため､救命救急センタ-の運営に対する補

助基準額の引き上げが必要です｡

県担当課名　健康福祉部医療対策局地域医療推進課

関係法令等　救急医療対策事業実施要綱へ　医療提供体制推進事業費補助金交付要綱.救急医療用ヘリコブタ-を用いた救急医療の確保に関する特別措置法
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14　健康増進法の改正(受動喫煙防止対策)に伴う円滑な運用に向けた制度設計と予算の確保

(厚生労働省)

【提言･提案事項】圃,匡国

健康増進法の改正による受動喫煙防止対策の強化に際しては.地方自治体において業務が円滑に実施できるようへ情報提供や意見交換の 

機会の提供はもとより.制度設計を早期に行い.全体の運用を遅滞なく計画的に進めること｡また.制度の運用にあたって.安定的な予算 

確保に努めること｡ 

《現状･課題等》

○　現在検討されている｢健康増進法第25条｣の改正に係る受動喫煙防止対策の強化については､平成30年l月頃の政省令の公布､

平成31年4月に施行の予定となっています｡各都道府県等においては政省令の交付後､指定業務に対応する体制整備等の業務が発生

しますが､県民や飲食店関係者等への周知の期間が十分に確保されず､混乱や都道府県の事務負担を招くことが懸念されます｡

○　制度の導入には､必要な人員の確保や実施体制の整備が必要となりますが､制度の詳細や運用方法等が明確にならないと､業務量や

必要な人員数が分からず､組織体制を検討することができないため､円滑な制度の導入が危ぶまれます｡また､平成31年4月から円滑

に制度を運用するためには､早期の制度設計と頻繁な情報提供､労働局等の国の関係機関との連携が必要です｡

○　制度の導入および運用にあたっては､人員の確保や体制整備等､都道府県において継続的な財政負担が発生すると考えられること

から､安定した財政的措置が必要です｡

県担当課名　健康福祉部医療対策局健康づくり課

関係法令等　健康増進法へ　労働安全衛生法
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17　自殺対策予算の確保

【提言"提案事項】制度･

(厚生労働省)

地域自殺対策強化交付金における地方自治体の負担 佗侏�/��ﾘ.�+�,j��

《現状,課題等が

○　平成26年度までの自殺対策の取組は､国10/10補助率の自殺対策緊急強化基金により実施していましたが､平成27年度から地域

自殺対策強化事業交付金に財源が切り替わり､事業内容により地方自治体の負担が課せられることになりました｡また､平成28年

度にはさらに負担割合の見直しが行われ､より｣層地方自治体の負担が増大したことにより､自殺対策緊急強化基金を活用していた

時よりも市町での取組が大幅に減少しています｡

○　自殺対策基本法の｣部改正では､都道府県だけでなく市町においても自殺対策計画策定が義務付けられ､より｣層の対策強化が求

められましたが､地方公共団体等の財政的負担が増加することにより､十分な予算が確保ができず､地方自治体等の自殺対策事業が

縮小､或いは実施できなくなっている現状があるため､今後自殺対策が後退するおそれがあります｡

○　自殺対策は効果的な事業実施はもとより､着実に継続して実施していくため､地域自殺対策緊急強化基金活用時の補助率に戻す等､

地方自治体等の財政的負担の｣層の軽減を図ることが必要です｡

<参考>　補助金等を活用して自殺対策に取り組む市町数および自殺対策予算の推移

年度 ��ﾉ���補助率 侈y9h�uﾈ蠅�市町総事業費 俛�,ﾉ^(��市町負担 

市町数 �(間接補助) 嫡�#�,ﾙuﾉ.ｒ�(補助金申請額) 

H26 �#(�9*ﾂ�基金10/10 免ﾂﾃ3�R�15,442 ��RﾃCC"�0 

H27 �#��9*ﾂ�交付金l/2へ3/4 �&ﾂﾃsS��12,285 唐ﾃ�#r�3,358 

H28 ��育9*ﾂ�交付金l/2へ2/3 �&ﾂﾃsS��9,308 釘ﾃ鼎r�4,36l 

県担当課名　健康福祉部医療対策局健康づくり課

関係法令等　自殺対策基本法,自殺総合対策大綱
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18　がん診療連携拠点病院におけるPDCAサイクルの確保に係る全国基準の早期提示

【提言･提案事項】

(厚生労働省)

がん診療連携拠点病院についてはへがん医療の均てん化を図るために全国一律で指定要件が定められており.PDCAサイクルの確 

保もその要件の1つとなっているが.全国的な基準となる指針や評価指標等が明確に示されておらずへ各都道府県が個々に取り組んで 
いる状況である｡そのため､がん医療の均てん化をより促進するため､全国的な基準となる指針や評価指標等を早期に示すこと｡ 

《現状･課題等が
がん診療連携拠点病院については､平成26年1月に指定要件等にかかる新指針が示され､診療実績にかかる数値基準の設定や医療

従事者配置要件の厳格化が図られました｡その際､院内のPDCAサイクルの確保が指定要件として追加されました｡
このため本県では､県拠点病院である三重大学医学部附属病院が中心となり､県内で統｣した評価に基づくPDCAサイクルの確保の

ための体制を整備し取り組んでいるところですが､全国的な統｣基準に基づくPDCAサイクルの確保に向けた指針や具体的な評価指標

等が明示されていないため､各都道府県で様々な取り組みが行われており､がん医療の更なる均てん化を図る上で､好ましい状況とは
いえません｡

また､がん診療連携拠点病院の指定にかかる次期更新申請は平成30年秋頃になる見込みです｡指定要件等にかかる指針は､平成30

年3月頃の改正に向け今後国において議論されると聞いていますが､ PDCAサイクルの確保に係る全国的な基準となる指針や具体的な

評価指標等を早期に示し､各がん診療連携拠点病院が評価･検証等を行うための準備期間を十分に設けることが必要です｡

県担当課名　健康福祉部医療対策局健康づくり課

関係法令等　がん診療連携拠点病院等の整備に関する方針
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20　性犯罪･性暴力被害者支援の推進

【提言"提案事項】制度･
(内閣府)

性犯罪 唳�ｹeﾉ|ﾙNﾘ･��(-h,ﾈ辷�*｢ﾒ�層進むよう､ �&饑ｸ,�*�*�.�8�985�6x6(7h辷�5ｨ985����-の取組にかかる財政支援を拡大すること｡ 

《現状,課題等が

○　全国的に子ども･女性が被害者となった性犯罪やその前兆事案でもある声掛け･つきまとい事案等が多発するなど極めて深刻な状

況にあることから､性犯罪･性暴力被害者等の支援の強化等子ども･女性を守るための環境整備が必要となっています｡

国においては､第4次男女共同参画基本計画等において､性犯罪･性暴力被害者を支援するための｢ワンストップ支援センタ-｣
について設置促進を成果目標として明記し､平成32年には各都道府県に最低1か所の設置をめざしており､平成29年度､性犯罪･

性暴力被害者支援促進交付金が創設されたところです｡

○　本県では､平成27年6月に｢ワンストップ支援センタ葛｣として｢みえ性暴力被害者支援センタ-　よりこ｣を設置し､運営を

行っています｡最近では､被害直後から比較的早い段階での相談者が増えるなど､真に安心して相談できる窓口として認識されてき

ていますが､潜在化する性犯罪等に対応するには社会的認知度はまだ低いことから､広報啓発を充実させ認知度を高めるとともに､

相談体制の充実を図る必要があります｡しかし､財政状況が通過する中での周知方法には限界がある上､また､相談員のスキルアッ
プを図ることも困難な状況にあり､今後､性犯罪･性暴力被害者支援を充実させるためには､財政的に安定した運営の下で､専門的

な相談窓口としての｣層の機能充実を図る必要があります｡

これらのことから､相談員配置に必要な人件費をはじめ､相談員のスキルアップ等人材養成のための研修費用､受傷対策経費､同

センタ置の取組と支援に対する広報啓発ための費用など､運営費および医療費公費負担について､国の財政支援の拡大が不可欠です｡

県担当課名　環境生活部くらし･交通安全課
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24　水道施設の災害対策に係る財政支援の充実

【提言,提案事項】
(厚生労働省)

1　水道施設の耐震化等に係る交付金事業において.交付率の嵩上げ(1/3-1/2)や交付要件の緩和(水道料金や

企業債残高など)等財政支援の充実を図るとともに､津波や豪雨等による浸水対策に向けた補助事業を創設すること｡
2　｢激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律｣による指定を受けた場合の水道施設復旧への補助率嵩

上げ(2/3)の事業費の採択要件を撤廃すること｡

《現状･課題等が
1　南海トラフにおける大規模地震発生の可能性が確実に高まってきている中､県内の水道事業者･用水供給事業者に

おいては､これらの地震への対策を喫緊の課題として耐震化対策に取り組んでいるところです｡しかし､人口減少や

生活様式の変化等により水道事業者等の経営は厳しく､施設の耐震化が思うように進んでいないのが現状です｡
これらの状況から､水道管路耐震化等推進事業では､これまでの資本単価のみの採択基準から､水道料金や企業債

残高等を考慮した基準が採用されましたが､大規模地震の発生時に備えるべく耐震化対策を加速させるため､交付率
の嵩上げや交付要件の緩和等の財政支援の充実が必要です｡

また､南海トラフ巨大地震に伴う浸水想定地域や過去に浸水した実績がある地域に位置する施設の移設などの浸水

対策を進めるため､補助事業の創設が必要です｡

2　甚大な規模の災害が発生した場合､いち早く水道施設の復旧工事に着手する必要があることから､国は負担を通常

より軽減する制度として特別な財政支援により補助率の嵩上げ(2/3)措置を講じていますが､その採択要件に事

業費が設けられているため､激甚災害の指定を受けたにもかかわらず嵩上げ補助が受けられない状態が生じています｡

災害が発生すると想定外の財政負担がのしかかり､経営が厳しい水道事業体にとってはさらなる負担となる可能性
もあるため､激甚災害の指定を受けた市町に対しては､事業費の大小にかかわらず嵩上げ補助が受けられるよう､事

業費の採択要件撤廃が必要です｡

県担当課名　環境生活部大気･水環境課,企業庁水道事業課
関係法令等　上水道施設災害復旧費及び簡易水道施設災害復旧費補助金交付要綱
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27　社会インフラとしての地域鉄道の確保,支援の拡充

【提言,提案項目】
(国土交通省)

地域鉄道の公有民営化および第三セクター化が急速に進む中.地域交通ネットワークの要として.幹線道路と同様に.社会インフラ

としての重要な役割を担い.今後の超高齢化社会の中でさらにその必要性が高まる地域鉄道の存続を図るため.国の地域鉄道への評価

および支援のあり方を見直して予算の拡充を図ること｡
1  ｢鉄道軌道安全輸送設備等整備事業｣など鉄道車両整備､鉄道車両検査等鉄道設備修繕予算を確保すること｡

2　公有民営化および第三セクタ-方式により地域鉄道の維持を担っている地方自治体を支援する新たな仕組みを構築すること｡

《現状･課題等が

1近年､運転免許の返納対応などにより公共交通の重要性が見直されています｡こうした中､地域鉄道はバス交通を含む地域交通ネ

ットワ-クの要となっており､地域にとって必要不可欠な社会インフラとして重要な役割を担っています｡このような地域鉄道の安

全性の維持･向上を図るために､本県では､国の補助制度を活用し､沿線自治体とも協調して施設整備や車両定期検査を含む車両設

備等への支援を行っていますが､車両定期検査を含む車両設備および鉄道施設の修繕費に係る国の補助金予算が平成28年度以降大き

く減額されており､これに伴って鉄道事業者および関係する地方自治体の負担が増加しています｡経営が厳しい地域鉄道事業者の計

画的な車両､施設修繕による安全な運行を支援するための安定的な予算を確保･配分し､地域の交通基盤を維持することが必要です｡

2　本県においては､第三セクタ-方式によりみなし上下分離となっている伊勢鉄道のほか､ ｢鉄道事業再構築実施計画｣の認定を受

けて､平成27年4月には｢四日市あすなろう鉄道｣,平成29年4月には｢伊賀鉄道｣が公有民営方式に移行しており､これに加えて

今年中に｢養老鉄道｣が公有民営方式に移行する予定であり､これによって､県内地域鉄道全7路線(養老､北勢､三岐､あすなろ

う〈2路線〉､伊勢､伊賀)のうち､ 5路線が公有民営または第三セクタ-方式となります｡

このように､少子高齢化が進む中で地方の公共交通網の核となる地域鉄道を存続させるため､沿線自治体が鉄道経営に参画せざる

を得なくなってきているのが全国的な傾向であり､このことで増加する鉄道施設および車両の維持･管理等にかかる経費の負担が､

沿線市町村や県の財政負担を増大させています｡地域鉄道を幹線道路と同様､地方に必須の社会インフラと位置付け､これを保有･

支援する地方自治体に対し､補助率のかさ上げや優先的な予算配分､起債適用の要件緩和など､新たな支援策を講じることが必要で

す｡

県担当課名　地域連携部交通政策課

関係法令等　鉄道軌道整備法､地域公共交通の活性化及び再生に関する法律､地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱､

鉄道施設総合安全対策事業費補助金交付要綱
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28　高齢者の交通事故対策やインバウンド対策など新たな観点でのバス交通の確保･拡充

【提言･提案項目】
(国土交通省)

｢運転免許を返納する高齢者の受け皿を整える｣. ｢自動運転バス等による新たな未来を築く｣. ｢急増するFI丁(外国からの個人旅行者)

の移動ニーズに対応する｣など新たな観点から.バス交通の重要性や可能性を再評価し.地方の交通ネットワ-クの確保と将来の

拡充に向けた多角的な措置を講ずること｡
1地方のバス交通ネットワークの維持･拡大のため､ ｢地域公共交通確保維持改善事業｣の予算拡充など支援強化を図ること｡
2　国主導での自動運転路線バス等の開発､早期導入のさらなる促進を図ること｡

3　訪日外国人に使いやすい地方バスにするためのバスロケーション等乗車支援システムの導入促進を図ること｡

《現状･課題等が
1高齢者の自動車事故の急増が社会問題となる中､道路交通法が改正され､今後､高齢者等の運転免許の返納が大きく進むことが想定さ
れており､これまで運転免許を持たない高齢者や学生等を主な利用対象としていたバス交通を取り巻く環境が大きく変わりつつあります｡
｣方で､自家用車の普及などによる地方のバス路線の弱体化は著しく､路線や便数が大きく削減されるなど､運転免許を返納したくて

も､受け皿の公共交通網が脆弱なために返納できない地域がほとんどであるのが実態です｡この傾向は､高齢化が進む過疎地域において
特に顕著ですが､この流れに逆行する形で､地方バス対策にかかる補助金の交付要件や補助率を平成30年度から厳しくする方針が国から
示されています｡
超高齢化社会の到来を見据え､高齢者の交通事故対策という新たな観点からも､地方にとって必要不可欠な移動手段であるバス交通の

重要性を再認識し､現在の方針を見直して地方バス対策予算の拡充を図るとともに､過疎地域等における地域間幹線等の補助要件の緩和お
よび国の補助率のかさ上げなどの支援措置を講じることにより､地方の生命線であるバス交通ネットワ-クの維持･拡大を図ることが必要
です｡

2　地方のバス路線を維持する上において､直面している大きな課題が運転手の確保です｡今後,運転手不足がバス路線の廃止､縮小の要

因となることが懸念されていますが､運転手の確保は容易でないのが実情です｡このため､近い将来を見据えた対策として､地域交通の
救世主となり得る､自動運転路線バス等の実用化を国が主導し､事業者や研究機関等を積極的に支援して､早期の導入を図ることが必要
です｡

3　政府は訪日外国人旅行者数を2020年までに4, 000万人に､ 2030年までに6, 000万人にする目標を掲げており､本県においてもインバウン

ドの増加を重要施策と位置づけて､関連施策が相互連携する中で取組を進めています｡
交通政策の側面からは､地方バスをFITの移動手段として活用することで､外国人観光客の拡大を図りたいと考えており､これによっ

て､地域住民の利用だけでは維持が困難となりつつある地方バス路線の存続にもつなげたいと考えています｡
しかしながら､コミュニティバスを含めた地方のバスは､運転本数が少なく､路線も複雑であるなど､外国人にとって利用困難な交通

手段となっているのが現状です｡このため､訪日外国人が観光目的で使える､統｣規格のバスロケ-ションシステムなどの乗車支援シス
テムを国が開発し､広く地方バスに導入して利便性を高めることが､将来のFITの獲得に有効です｡

県担当課名　地域連携部交通政策課

関係法令等　地域公共交通の活性化及び再生に関する法律.地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱　など
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29　農業競争力強化に向けた施策の充実･強化

【提言･提案項目】圃,匡国
(農林水産省)

1　日EU経済連携協定など諸外国との経済連携交渉については､国内農林水産業に及ぼす影響に十分配慮しながら進めること｡

また.交渉の状況に応じ.農林水産業に及ぼす影響などを国民に情報提供するとともに,農林水産業者が将来展望をもって

経営を持続し､競争力強化に取り組めるよう､必要な対策を講じること｡
2　産地等の収益力強化や経営規模拡大を支援する｢産地パワ鵜アップ事業｣および｢畜産･酪農収益力強化整備等特別対策事

業｣を継続するとともに､予算を十分に確保した上で､条件不利地への配慮も行うこと｡
3　農畜産物の輸出促進に向けた2国間協議を加速すること｡

4　経営所得安定対策について.農業者が安心して土地利用型農業に取り組めるよう支援水準を維持するとともに.安定的な制

度とすること｡また.気象状況や全国的な作付け動向等を踏まえて主食用米から飼料用米等に転換した場合にあっても.転換
の時期を問わず交付金の支払い対象とすること｡

《現状･課題等》
1　日EU経済連携協定(EPA)など諸外国との経済連携交渉が進められる中､国内農林水産業に対する不安の声が聞かれる｣方で､

想定される影響やその対応策が明らかにされていません｡農林水産業の衰退や食料自給率の低下等の見通しも含めて交渉に関する情

報を十分に提供するとともに､影響が想定される農林水産品目に係る経営安定対策の充実や競争力強化に取り組む必要があります｡
2　｢総合的なTPP関連政策大綱｣に基づく｢産地パワ葛アップ事業｣および｢畜産･酪農収益力強化整備等特別対策事業｣について

は､TPP協定発効の見通しに関わらず､競争力強化対策として継続するとともに､中山間地農業ルネッサンス事業へ位置付けるなど､

将来にわたって条件不利地に配慮していくことが必要です｡
3　県産ブランド牛肉の輸出拡大をめざしている中､中国･台湾等で日本産牛肉の輸入が末だ認められていないほか､マカオで月齢制

限(30か月齢未満)が残っています｡これら輸入規制の撤廃･緩和に向けて､さらなる二国間協議の加速が望まれます｡

県産柑橘のタイへの輸出が定着しつつある中､平成28年1月に新たな輸出検疫条件(防疫害虫(sos)対策)が追加され､輸出

拡大にあたり障壁となっています｡また､相手先として有望な台湾へ輸出拡大を図るためには､インポ-トトレランス(残留農薬基

準設定)の交渉を進めることが必要です｡
4　農業者から平成30年産以降の米政策に対する不安の声が聞かれる中､需要に応じた水田活用作物の生産が安定的に行われるよう､

経営所得安定対策の交付水準を維持するとともに､ ｢水田活用の直接支払交付金｣の永続性を担保することが必要です｡また､主食

用米の過剰作付け等による混乱を防止できるよう､主食用米から飼料用米等への緊急的な転換が柔軟に行える仕組みが必要です｡

県担当課名　農林水産部担い手支援課.農産園芸課.畜産課
関係法令等　産地パワ葛アップ事業実施要綱.畜産･酪農収益力強化総合対策基金等事業要綱.経営所得安定対策等実施要綱
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31国立公園ステップアッププログラムの推進に向けた施策の充実･強化

【提言･提案項目】
(環境省)

1訪日外国人等が.伊勢志摩国立公園の自然景観等の魅力を体験･体感できるようへ　自然公園施設の整備に対する予算を十分かつ安定

的に確保するとともに､ナショナルパーク化に向けて既存施設の改修など国直轄事業の範囲を拡充すること｡

2　インバウンドの拡大に向け､質の高いエコツーリズムや､おもてなしを提供できるよう､インストラクタ-やガイド等の人材育成､

海外への情報発信や通信設備の整備等に対する支援を充実するとともに.国全体のナショナルパークとして統一感のあるプロモ-ショ

ンを展開すること｡

3　国立公園の上質な景観を保全するため.国立公園の普通地域における太陽光発電等の大規模開発について.自然公園法等に基づく手

続きを強化すること｡

《現状･課題等が

1国立公園満喫プロジェクトの先導的モデルに選定された伊勢志摩国立公園は､ ｢伊勢志摩国立公園ステップアッププログラム2020｣

に基づき､訪日外国人等が国立公園のすぼらしい自然景観を楽しむことができるビュ-ポイントの選定･保全や自然歩道･公衆トイ

レ等の自然公園施設の整備･改修を進めています｡ 2020年に向けて､集中的かつ計画的に整備を進めていくには､国立公園満喫プ

ロジェクト等推進事業の十分な予算の確保と国直轄事業のさらなる拡充が必要です｡

2　伊勢志摩国立公園には､景観や歴史･文化･食などの自然と人の営みが調和した地域資源が豊富に存在します｡今後､これらの地

域資源を活用した魅力的なエコツア葛を提供できるよう､インストラクタ｣やガイド等の人材を育成するとともに､訪日外国人が快

適にインタ-ネットから情報を入手･発信できるよう､ Wi-Fi等の通信環境を整備していく必要があります｡また､海外に日本の

国立公園の魅力を伝えるためには､ナショナルパ置クとして国全体の統｣感を持たせたうえで､対象とする国や地域に応じた効果

的なプロモ-ションを展開することが必要です｡

3　伊勢志摩国立公園は､私有地が96%を占め､地域住民の暮らしや営みによって豊かな自然が育まれてきた国立公園であり､また､

普通地域の占める割合が68%と高いことが特徴となっています｡近年､普通地域における大規模な太陽光発電施設の建設が進めら

れており､世界水準のナショナルパ-ク化を目指している伊勢志摩国立公園の景観や自然環境に大きな影響を与えていることが問題

となっています｡

県担当課名　農林水産部みどり共生推進課

関係法令等　自然公園法
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33　山地災害の未然防止や海岸保全へ　獣害対策の推進

【提言･提案項目】
(農林水産省)

1　山地災害の復旧や未然防止を着実に進めていけるよう､治山事業に係る予算を十分に確保すること｡

2　南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域における国土保全に資する海岸保全施設の整備については.早急かつ計画的に進められる

よう.補助事業化し予算の重点配分を図ること｡またへ新たな財政支援制度の創設など地方財政への影響を緩和することにより.整

備の着実な推進を図ること｡
3　獣害対策のさらなる進展に向けて.有害鳥獣の捕獲強化や被害防止対策をすすめる鳥獣被害防止総合対策交付金についてへ地域の要

望に応えられるよう十分な予算を確保すること｡

《現状･課題等》

1本県では､大きな爪痕を残した紀伊半島大水害による山地災害の復旧や､近年､頻発する大型の台風や局地的豪雨等による山地災

害の未然防止対策に重点的に取り組んでいるところです｡引き続き､山地災害の復旧や治山施設の長寿命化､山地災害危険地区にお

ける予防治山等を計画的かつ早急に進めるため､治山事業に係る予算を十分に確保する必要があります｡

2　県内の漁港海岸保全施設の多くは伊勢湾台風直後に築造されており､老朽化が著しく進んでいます｡また､南海トラフ地震発生の

緊迫度が増すなかで､早期整備に向けた地域住民からの要望が非常に強く､海岸保全施設の耐震化･長寿命化などの整備を早急かつ

計画的に進めるよう求められています｡しかし､これらの整備には多大な費用と長期間を要することから､海岸事業を補助事業化し

て予算の重点配分を図る必要があります｡また､地方の厳しい財政状況を鑑み､新たな財政支援制度の創設など､地方財政への影響

を緩和することにより､整備を着実に推進する必要があります｡

3　県内の野生鳥獣による農林水産業被害金額は､依然として高い水準にありますが､これまでの侵入防止柵整備等の被害対策により

着実に減少しています｡また､有害鳥獣の捕獲頭数も過去最高となり､地域における獣害対策の取組は着実に進んでいます｡

しかしながら､依然として深刻な獣害に対処するためには,被害防止対策の継続とともに､さらなる捕獲強化による有害鳥獣の減

少を図る必要があることから､鳥獣被害防止総合対策交付金の十分な予算確保が必要です｡

県担当課名　農林水産部治山林道課.水産基盤整備課へ　獣害対策課

関係法令等　森林法､海岸法､南海トラフ地震にかかる地震防災対策の推進に関する法律､

鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律
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36　中小企業･小規模企業支援

【提言･提案事項】
(経済産業省)

1人口減少対策と地域経済の成長を実現するためへ創業･ベンチャー支援の継続,拡充を図ること｡具体的には.産業競争力強化法を

平成30年3月末以降も継続するとともに. ｢創業･事業承継補助金｣. ｢創業支援事業者補助金｣の継続･拡充など｢創業支援事業計

画｣認定制度および関連する支援策の充実強化を図ること｡
2　後継者難で廃業せざるを得ない中小企業を少なくするため.事業承継･引継ぎ支援の充実を図ること｡具体的には関係機関とのネ

ットワークや事業引継ぎ支援センターの機能の強化に加え.事業承継計画書策定に関する専門家費用の助成等.第三者承継に対する支

援策の充実強化を図ること｡
3　県内の中小企業･小規模企業のニーズが高い｢小規模事業者持続化補助金｣および｢革新的ものづくり･商業･サービス開発支援補

助金｣について.今後も継続するため.当初予算で予算措置するとともに.予算規模についても拡充すること｡また. ｢革新的ものづ

くり･商業"サ-ビス開発支援補助金｣について､申請手続きの簡素化についても併せて検討すること｡

《現状,課題等〉

○　本県においては､地域の成長戦略として､平成24年7月に｢みえ産業振興戦略｣を策定(平成28年3月改訂)､平成26年4月に｢三

重県中小企業･小規模企業振興条例｣を施行し､地域経済の重要な担い手である中小企業･小規模企業を支援するため､経営の安定お

よび向上､人材の育成､資金供給の円滑化､創業や事業承継の促進などに取り組んでいるところです｡

○　国の創業支援施策の平成29年度予算はIl億円で､平成28年度予算(8.5億円)よりは増額されたものの､前々年度(26年度補正

予算50.4億円､ 27年度予算12.0億円)に比べ､ 8割以上の減となっており､特に平成28年度の｢創業･第二創業補助金｣の採択率

は全国で4.7%,三重県内においても採択は3者(採択率不明)に留まっています｡創業･第二創業は､新たな技術･サ-ビスを生み

出す源泉であり､経済成長に不可欠な存在です｡政府は､ ｢日本再興戦略｣のKP工として｢開業率10%台｣を掲げていますが､その実

現のためには､予算を大幅に拡充し､創業支援策を継続的に充実させる必要があります｡

○　現在､我が国の経営者の平均年齢は約60歳と言われ､特に自営業主では70歳代以上が最も多く､こうした企業が事業承継できずに

廃業に追い込まれれば雇用はもとより､優れた技術･サ-ビスやノウハウが失われ､大きな損失となるため､円滑に事業引継ぎがで
きるよう支援する必要があります｡特に､事業承継後の企業や経営者が若い企業ほどIT導入･活用などの新たな取組を行っているこ

とから､県としましては､本年4月からの経営承継円滑化法の権限移譲(事業承継税制､金融支援の認定事務)を追い風に､今後より

積極的に事業承継の促進に取り組むことで､中小企業･小規模企業の生産性向上･付加価値向上を加速させていきたいと考えています｡

○　特に小規模企業は､経営資源の確保が困難であることから､ ｢中小企業･小規模企業の経営の安定｣を確保するため､さらに中小企業

等が積極的に設備投資等に取り組めるよう､予算の拡充を図るとともに､単年度の支援ではなく､継続的な支援を行う必要があります｡

県担当課名　雇用経済部中小企業･サービス産業振興課

関係法令等　産業競争力強化法.経営承継円滑化法.小規模企業振興基本法.商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律
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37　｢民泊サ-ビス｣の監督等に係るガイドライン整備および財源確保

【提言"提案事項】回国･
(観光庁)
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《現状･課題等が
1 ｢明日の日本を支える観光ビジョン｣では､観光産業を革新し､国際競争力を高め､我が国の基幹産業にするための視点から民泊ル
-ルの整備を行うこととし､民泊サ-ビスについて定めた住宅宿泊事業法案が今国会へ提出されたところです｡民泊サ-ビスの円滑な

実施には､法令違反行為の監督等を定めたガイドライン整備が､宿泊者の安全･安心の確保､周辺住民の不安解消･トラブル防止の観

点から必要不可欠です｡

このことから､地方自治体において準備･調整期間が十分に確保できるよう新法の施行期日に配慮するとともに､地域で混乱が生じ

ないよう､施行時までに監督等に係る詳細なガイドラインを定めることが必要です｡

2　民泊サ-ビス制度の運用を確実なものとするため､地方自治体の制度運用に要する経費に対して､財政的な措置を講じることが求め

られます｡

県担当課名　健康福祉部食品安全課へ　雇用経済部観光局観光政策課

関係法令等　住宅宿泊事業法(案).明日の日本を支える観光ビジョン
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38　世界水準のDMO形成に向けたロードマップ等の提示

【提言･提案事項】匡画･予算
(観光庁)

｢明日の日本を支える観光ビジョン｣でば2020年までに世界水準のDMOを全国で100組織形成するとしているが.世界水準のDMO 

の基準や形成に向けたスケジュールについても明示する等.地域のDMO組織の立ち上げや運営が円滑に進むように的確な支援措置を講 

じること｡ 

《現状･課題等が
｢明日の日本を支える観光ビジョン｣では､観光産業を革新し､さらに基幹産業としていくために､ 2020年までに世界水準のDMOを

全国で100組織形成することを目標にしています｡そのため､各地域でのDMO形成を推進するため､観光庁に日本版DMO候補法人登

録制度が創設され､登録された法人に対し省庁を横断した支援が行われています｡

本県においても､観光の産業化の実現に向け､地域の稼ぐ力を引き出すとともに､地域への誇りと愛着を醸成する観光地経営の視点に
立った観光地域づくりの舵取り役となる日本版DMOが県内各地に創設されるよう､地域や関係者と｣体となって取組を進めてきました｡

その結果､取組を進めてきた5地域(伊勢市､鳥羽市､志摩市､菰野町､大台町)全てで日本版DMO候補法人として申請し､登録され

ました｡

しかしながら､今後めざすべき方向にある世界水準のDMOについて､具体的にどのようなものか示されていないことに加え､形成に

向けたスケジュ-ルが明らかにされていません｡地方創生の切り札ともいえる世界水準のDMO形成に向けたロ-ドマップ等の早急な提

示が望まれます｡

また､ロ｣ドマップの提示に併せて｢情報支援｣ ｢人的支援｣ ｢財政支援｣の｢3本の矢｣による地域支援が地方にとって､より使いや

すいものにする必要があります｡具体的には｢情報支援｣にあたるDMOネットについて､現在は日本版DMO候補法人のみが利用でき､

地方自治体は単独ではDMOネットが利用できない状況にあります｡ DMO関係者と｣体となって取組を推進する必要があるため､地方

自治体でもDMOネットが利用できるよう求めます｡ ｢人的支援｣については､地域間の調整を行う中心的な役割を担う人材を育成し､

併せて地域DMO間の連携強化を推進するため､どのような人材を育てるべきなのか具体的な人材モデルの提示を求めます｡ ｢財政支援｣

については､地方創生推進交付金のさらなる充実や､ DMO関連事業への優先的な採択等､地域のDMO組織の立ち上げや運営が円滑に

進むように的確な支援を求めます｡

県担当課名　雇用経済部観光局観光誘客課

関係法令等　明日の日本を支える観光ビジョン
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41学力向上施策に対する支援の充実

【提言･提案項目】
(文部科学省)

1　学力向上のための学習環境の整備に係る財政的〇人的支援を拡充すること｡

2　コミュニティ,スクール.地域学校協働本部(地域未来塾を含む｡ )等の地域とともにある学校づくりの推進に向けた施策

および財政的･人的支援を充実すること｡

3　新学習指導要領への円滑な移行に向けた施策を充実すること｡

《現状･課題等が
1平成28年度全国学力･学習状況調査の結果では､本県は全国の平均正答率や平均無解答率との差が大きく改善されました｡子ども

たちが日頃の学習活動に主体的に根気強く取り組んできたことが成果に結びついたと考えられます｡
また､小中学校ともに｢目標の提示｣､ ｢振り返る活動の設定｣等の授業の進め方や､ ｢校長の授業の見回りの回数｣等､教職員の

取組にも改善が見られましたが､授業の進め方については､依然として児童生徒と学校との回答内容に布離があるため､質的な充実
を図ることとしています｡

本県では､学力向上の取組のふっとして､習熟度別少人数指導やティ-ム･ティ-チングといった子どもたち｣人ひとりの学習状

況に応じたきめ細かな指導に関する研究を進めているところですが､効果的な少人数指導や学習指導の改善等､学力向上のための学
習環境を整備するためには､次に掲げる財政的支援および人的支援の拡充が必要です｡
･市町における学力向上の取組を促進するため､学力の定着に課題が見られる地域や学校に対する加配等の人的支援､学力向上

アドバイザ- (退職教職員等のサボ-トスタッフ)による学力向上支援の取組など､学習環境の整備について財政的支援を拡充

すること｡
･教職員等を対象とした指導力向上の研修に､文部科学省および国立教育政策研究所の専門家を派遣するとともに､読解力や語彙力

の育成等､学習指導要領で求められている力の育成に係る他県の研究等の情報を収集し､全都道府県に提供すること｡

2　平成29年4月に｢地方教育行政の組織及び運営に関する法律(昭和31年法律第162号)｣の｣部が改正され､コミュニティ･ス

ク-ル導入の積極的な検討を促す観点から､教職員の任用に関する意見の申し出について柔軟な運用を確保する等の見直しが行われ
るとともに､学校運営協議会の設置の努力義務化が示されました｡
こうした中､本県では､平成28年3月に策定した｢みえ県民カビジョン第二次行動計画｣および｢三重県教育ビジョン｣におい

て､コミュニティ･スク-ル等の設置校数を目標として設定し､推進しているところです｡

【参考】平成31年度目標値:三重県型コミュニティ･スク-ル27% (143校)､学校支援地域本部50. 8% (268校)

平成29年度の本県の公立の幼稚園､小･中･高等学校におけるコミュニティ･スク-ルの指定校数は､ 72校園(幼稚園2園､小

学校45校､中学校22校､高等学校3校)となっています｡また､公立の幼稚園､小･中学校294校園(幼稚園29園､小学校195

校､中学校69校､義務教育学校l校)が学校支援地域本部を設置しており､コミュニティ･スク置ル､学校支援地域本部ともに増加
傾向にあります｡

【参考】本県の公立小中学校におけるコミュニティ･スク-ル設置率: ll. 7% (平成28年度) -13. 1% (平成29年度)
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コミュニティ･スク-ルや週1回程度以上の学習支援の取組を行った学校支援地域本部の設置校では､平成28年度全国学力･学習

状況調査の平均正答率等においても向上している傾向が見られます｡

今回の法改正により学校運営協議会の設置が努力義務化されましたが､コミュニティ･スク-ル導入後の継続的な支援が得られな
いこと､教職員･事務職員の加配措置の縮小等により自治体の負担が増えていることが､新たな実施や取組の拡大を図る上で依然と

して課題となっており､制度等の改善が必要です｡

また､現在､学校をプラットフォ-ムとした総合的な子どもの貧困対策を展開するため､経済的な理由や家庭の事情により､家庭
での学習が困難であったり､学習習慣が十分に身についていなかったりする子どもたちを含む児童生徒を対象とした｢地域未来塾｣
による学習支援活動(ll市町65校)を推進しており､未設置の市町に対して導入を働きかけるとともに､コミュニティ･スク-ル

に比べ導入しやすい学校支援地域本部を拡大する中で､学習意欲や学力の向上等を図っています｡

学校･家庭･地域が協働して学校運営や教育活動等に取り組み､子どもの教育環境の充実を図るためには､学校支援地域本部の取
組からコミュニティ･スク-ルへのステップ･アップを促進する必要があります｡また､地域未来塾と福祉部局が実施している｢子
どもの学習支援事業｣､ ｢子どもの生活･学習支援事業｣との関係の整理や小学校からの継続した学習支援の場の提供が必要です｡

新学習指導要領の小中学校での全面実施に向けて､カリキュラム･マネジメント､主体的･対話的で深い学びの実現などのポイン
トとなる事項が示され､各学校が児童生徒や学校､地域の実態をふまえた年間計画や時間割編成の最適な在り方を判断する必要があ
ります｡

新学習指導要領に円滑に対応するため､小学校における外国語の教科化等に係る指導内容や移行期間の措置等について､速やかな
情報提供が必要です｡また､道徳の教科化については､今日的な課題に対応できる､よう､評価や指導方法に係る情報の提供や教員の
指導力向上のための支援の充実が必要です｡

県担当課名　教育委員会事務局小中学校教育課へ学力向上推進プロジェクトチ-A

関係法令等　地方教育行政の組織及び運営に関する法律
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